



































 東京地判平成 21年 5月 21日、判タ 1306号 124ページ、判時 2047号 36ページ、
金商 1318号 14ページ。なお、本判決につき、黒沼悦郎「ライブドア株主損害賠
償請求訴訟東京地裁判決の検討（上）－東京地判平成 21年 5月 21日－」商事法
務 1871号 4ページ・同「ライブドア株主損害賠償請求訴訟東京地裁判決の検討




資家訴訟（東京地裁平成 21年 5月 21日判決）」月刊税務事例 42号 63ページ、
松原正至「有価証券報告書の虚偽記載による損害賠償請求が認容された事例－ラ
イブドア株式一般投資家集団訴訟第一審判決（東京地判平成 21年 5月 21日）」
判評 614号 32ページ、米川長平「ライブドア判決（東京地判平成 21年 5月 21
日）消費者ニュース 81号 226ページ、高山佳奈子「ライブドア事件控訴審判決」
判評 2048号 169ページ、新谷勝「金融商品取引法 21条の 2の「公表」に関する
問題点－ライブドアに対する損害賠償請求事件判決の検討－」日本大学法科大学
院「法務研究」6号 1ページ、町田行人「監査法人及びその社員の民事責任－ラ
イブドア事件判決（東京地裁平成 21年 5月 21日判決）の衝撃－」会計監査
ジャーナル 22巻 1号 26ページ、等を参照。本判決のほか、個人投資家がライブ
ドア社およびその役員等に対して損害賠償請求をした事案として、東京地判平成
21年 6月 28日（判時 2049号 77ページ）や、機関投資家がライブドア社に対し
て損害賠償請求をした事案として、東京地判平成 20年 6月 13日（判時 2013号
27ページ）・東京高判平成 21年 12月 16日（金融商事判例 1332号 7ページ）、
等がある。なお、この機関投資家訴訟においては、被告であるライブドア社は虚
偽記載自体を争っていない。


























































社事件（大阪地判平成 18年 2月 23日、判時 1939号 149ページ）、山一證券事件
（大阪地判平成 17年 2月 24日、判時 1931号 152ページ、日本債権信用事件
（大阪地判平成 16年 5月 25日、判時 1863号 115ページ）、キムラヤ事件（東京
地判平成 19年 11月 28日、旬刊金融法務事情 56ページ）等がある。
 「職業的監査人」には、公認会計士及び監査法人が含まれるが、以下では、特に
断らない限り、「職業的監査人」を用いる。























































































































































































































れ現物出資する、④ V１号及び V２号は、現物出資された LD社株式を売却し、































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ない LD社株式売却益３７億６，６９９万６，５４５円並びに A社及び B社に対する架
空売上１５億８，０００万円を連結売上高に含め、連結経常利益５０億３，４２１万１，０００
円（１，０００円未満切捨て）が過大計上されていることから、本件有価証券報































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－７２－ 日本経大論集 第４０巻 第２号
